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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　検査対象の物品を載置するための載置台（２１）と、
　前記載置台の前記物品が載置される所定広さの上面側領域から該上面側領域と重なる前
記載置台の下面側領域に渡って検査用の磁界を発生する磁界発生手段（４２、６０）と、
　前記載置台の前記下面側領域内に配置され、該下面側領域より狭い感応範囲の磁界を検
出する磁気センサ（４３）と、
　前記磁気センサの位置を、該磁気センサの前記感応範囲が前記載置台の前記下面側領域
全域をカバーするように第１の静止位置から第２の静止位置まで移動させる走査手段（３
４、４１ｃ、５１、５２、５５）とを備え、
　前記載置台の前記下面側領域全域をカバーするように移動した前記磁気センサにより検
出される磁界の変化に基づいて、前記載置台に載置された物品に混入する金属を検出する
ものであり、
　前記走査手段は、前記磁気センサを、前記下面側領域内で直進往復移動または回動往復
移動するように構成され、
　前記磁界発生手段は、前記走査手段による前記磁気センサの移動方向の切替えと連動さ
せて、検査用の磁界についての検査条件を変更することを特徴とする金属検出装置。
【請求項２】
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことを検知する物品検知手段（７０）
を有し、
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　前記走査手段は、前記物品検知手段により前記載置台の前記上面側領域に物品が載置さ
れたことが検知される毎に、前記磁気センサの移動を開始させることを特徴とする請求項
１に記載の金属検出装置。
【請求項３】
　検査対象の物品を載置するための載置台（２１）の所定広さの上面側領域から該上面側
領域と重なる前記載置台の下面側領域に渡って検査用の磁界を発生する段階と、
　前記載置台の前記下面側領域内に配置され、該下面側領域より狭い感応範囲の磁界を検
出するための磁気センサ（４３）の位置を、該磁気センサの前記感応範囲が前記載置台の
前記下面側領域全域をカバーするように第１の静止位置から第２の静止位置まで移動させ
る段階とを含み、
　前記載置台の前記下面側領域全域をカバーするように移動した前記磁気センサにより検
出される磁界の変化に基づいて、前記載置台に載置された物品に混入する金属を検出する
ものであり、
　前記磁気センサを、前記下面側領域内で直進往復移動または回動往復移動させるととも
に、該磁気センサの移動方向の切替えと連動させて、検査用の磁界についての検査条件を
変更することを特徴とする金属検出方法。
【請求項４】
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことを検知する段階を含み、
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことが検知される毎に、前記磁気セン
サの移動を開始させることを特徴とする請求項３に記載の金属検出方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物品内に混入した金属を検出する金属検出装置において、限られたスペース
で、物品の混入金属の検出を高感度に行なえるようにする技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　食品などのオートメーション化された工場では、製造ラインで製造された製品をコンベ
ア等の搬送装置により包装ラインに搬送して、包装した製品を出荷しているが、その間に
製品の品質検査を行なっている。
【０００３】
　この品質検査のうち、製品に混入した金属の検出を行なうものとして、金属検出装置が
従来から用いられている。金属検出装置は、基本的に被検査物が通過する領域（例えばコ
ンベア上）に検査用の磁界を発生させ、その領域を通過する製品内の混入金属による磁界
の変化を、コイルやホール素子等の磁気センサを用いて検出している。
【０００４】
　このように、物品の製造現場において厳重な異物検査を行なっていても、スーパーマー
ケット（以下、スーパーと記す）やコンビニエンスストア（以下、コンビニと記す）など
では、陳列商品を客が自由に触れて選択できるシステムを採用しているため、針等の金属
を故意に商品に混入させることが可能であり、このような金属混入商品が販売されてしま
うと、それを購入した客に被害をあたえることになり、店の信用を大きく落すことになる
。
【０００５】
　このため、スーパーやコンビニなどでは、客が購買するつもりでレジに持ち込んだ商品
の清算をする際に、商品に金属の異物が混入していないかを検査できる金属検出装置を導
入することが検討されている。
【０００６】
　スーパーやコンビニなどで採用可能な金属検出装置として、特許文献１には、レジのカ
ウンタ台にフラット型の金属検出装置を用いた例が示されている。
【０００７】
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　この特許文献１に開示された金属検出装置は、レジのカウンタ台の上面に、物品を載置
する上板１２１が支持され、上板１２１の下面側に固定された矩形のヘッドフレーム１２
２の最も外周に送信コイル１２３が巻かれ、その送信コイルの１２３の内側に同一口径の
２つの受信コイル１２４、１２５が横並びに配置され、送信コイルが１２３が発生する磁
束が、受信コイル１２４、１２５にほぼ等量鎖交するようにしている。
【０００８】
　したがって、上板１２１の上に乗せた商品に金属が混入していると、その金属が与える
磁界への影響で、２つの受信コイル１２４、１２５の鎖交磁束に差が生じ、この磁束の差
を検出することで、商品に金属が混入しているか否かを判定することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００１－６６３７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記構成の金属検出装置では、上板１２１の上に置かれた商品に混入し
ている金属の位置と２つの受信センサの位置が検査時に固定されるため、例えば２つの受
信コイルの境界近傍に混入金属があると、その混入金属が両受信コイルの鎖交磁束に与え
る影響がほぼ同じとなり、その差が小さくなって混入金属を検出できない場合が発生する
。また、例えば二つの混入金属の一方が、一方の受信コイルの鎖交磁束と交わる位置にあ
り、二つの混入金属の他方が、他方の受信コイルの鎖交磁束と交わる位置にあり、両混入
金属がそれぞれの鎖交磁束に与える影響がほぼ等しい場合にも、両受信コイルの鎖交磁束
の差が小さくなり、混入金属を検出できない場合が発生する。また、同じ金属が混入して
いる場合であっても、上板１２１に対する商品の載置位置、向き、姿勢等により、混入金
属に対する検出感度が大きく変化してしまい、混入金属を検出できない場合が発生する。
【００１１】
　また、店員が検査対象の商品を持って上板１２１の上を通過させて、検査することもで
きるが、この場合、上板１２１に対する商品の通過高さ、姿勢、速度等がまちまちとなり
、正確な検査が行なえない。
【００１２】
　このため、製造ラインで用いられているような物品搬送型の金属検出装置の構造を採用
することも考えられるが、物品搬送型の金属検出装置をレジのカウンタ等に設置すること
はスペースや作業性の問題で困難である。
【００１３】
　本発明は、この課題を解決して、限られたスペースで且つ簡単な作業で、物品の混入金
属の検出を高感度に行なえる金属検出装置および金属検出方法を提供することを目的とし
ている。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
  前記目的を達成するために、本発明の請求項１の金属検出装置は、
  検査対象の物品を載置するための載置台（２１）と、
  前記載置台の前記物品が載置される所定広さの上面側領域から該上面側領域と重なる前
記載置台の下面側領域に渡って検査用の磁界を発生する磁界発生手段（４２、６０）と、
  前記載置台の前記下面側領域内に配置され、該下面側領域より狭い感応範囲の磁界を検
出する磁気センサ（４３）と、
  前記磁気センサの位置を、該磁気センサの前記感応範囲が前記載置台の前記下面側領域
全域をカバーするように第１の静止位置から第２の静止位置まで移動させる走査手段（３
４、４１ｃ、５１、５２、５５）とを備え、
  前記載置台の前記下面側領域全域をカバーするように移動した前記磁気センサにより検
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出される磁界の変化に基づいて、前記載置台に載置された物品に混入する金属を検出する
ものであり、
　前記走査手段は、前記磁気センサを、前記下面側領域内で直進往復移動または回動往復
移動するように構成され、
　前記磁界発生手段は、前記走査手段による前記磁気センサの移動方向の切替えと連動さ
せて、検査用の磁界についての検査条件を変更することを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の請求項２の金属検出装置は、請求項１に記載の金属検出装置において、
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことを検知する物品検知手段（７０）
を有し、
　前記走査手段は、前記物品検知手段により前記載置台の前記上面側領域に物品が載置さ
れたことが検知される毎に、前記磁気センサの移動を開始させることを特徴とする。
【００１７】
  また、本発明の請求項３の金属検出方法は、
  検査対象の物品を載置するための載置台（２１）の所定広さの上面側領域から該上面側
領域と重なる前記載置台の下面側領域に渡って検査用の磁界を発生する段階と、
  前記載置台の前記下面側領域内に配置され、該下面側領域より狭い感応範囲の磁界を検
出するための磁気センサ（４３）の位置を、該磁気センサの前記感応範囲が前記載置台の
前記下面側領域全域をカバーするように第１の静止位置から第２の静止位置まで移動させ
る段階とを含み、
  前記載置台の前記下面側領域全域をカバーするように移動した前記磁気センサにより検
出される磁界の変化に基づいて、前記載置台に載置された物品に混入する金属を検出する
ものであり、
　前記磁気センサを、前記下面側領域内で直進往復移動または回動往復移動させるととも
に、該磁気センサの移動方向の切替えと連動させて、検査用の磁界についての検査条件を
変更することを特徴とする。
【００１９】
　また、本発明の請求項４の金属検出方法は、請求項３に記載の金属検出方法において、
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことを検知する段階を含み、
　前記載置台の前記上面側領域に物品が載置されたことが検知される毎に、前記磁気セン
サの移動を開始させることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２０】
　このように、本発明では、載置台の物品が載置される所定広さの上面側領域およびその
上面側領域と重なる下面側領域に渡って検査用の磁界を発生させ、載置台の下面側領域内
に配置された磁気センサを、載置台の下面側領域内を移動させて下面側領域全域の磁界の
変化を求め、載置台に載置された物品に混入する金属を検出している。
【００２１】
　このため、載置台に置かれた物品に混入している金属の位置と磁気センサとの相対位置
が必ず変化するので、混入金属の位置によらず、高い感度で検出できる。
【００２２】
　また、物品自体を搬送しなくて済み、レジのカウンタ等に設置しても、スペースや作業
性の問題は発生しない。
【００２３】
　また、載置台の下側領域内での磁気センサの移動方向の切替えと連動して、検査用の磁
界についての検査条件を変更するようにしたものでは、一つの物品に対して複数の異なる
検査条件で検査を行なうことができ、より精度の高い検査が行なえる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施形態の機構部を示す図
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【図２】本発明の実施形態の電気的構成を示すブロック図
【図３】検査指示とヘッドの移動との関係を示す図
【図４】異物金属に対する磁気センサの位置による出力信号の違いを示す図
【図５】検波出力の一例を示す図
【図６】複数の磁気センサの配列の例を示す図
【図７】検査用磁界移動型の磁界の範囲と載置台の領域との関係を表す図
【図８】検査用磁界固定型の磁界の範囲と載置台の領域との関係を表す図
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面に基づいて本発明の実施の形態を説明する。
　図１は、本発明を適用した金属検出装置２０の機構的な構成を示す一部を分解した図、
図２は、電気的な構成を示す機能ブロック図である。
【００２６】
　図１に示しているように、この金属検出装置２０は、載置台２１、ケース３０、ヘッド
４０を有している。物品を載置するための載置台２１は、略矩形の平板状で、磁束を少な
いロスで通過させる非金属（例えば合成樹脂）で形成され、例えばその四隅がケース３０
の上面側にネジ（非金属）等により固定できるようになっている。
【００２７】
　載置台２１の上面のほぼ中央には、物品を載置する際の目安としての中心位置を表すマ
ーク（図では小さい円形）２２が示され、また、物品を載置するための領域全体を表す領
域枠２３が示されている。これらのマーク２２や領域枠２３の表示形態はこの実施例に限
らず任意であり、マーク２２の形状を円形以外の例えば十字、三角、四角で表してもよく
、領域枠２３についても、線で枠を表すだけでなく、色の違い、模様の違いなどで領域を
区別できるようにしてもよい。
【００２８】
　また、載置台２１の上面の一端側には、押しボタンスイッチなどからなる操作部２４と
表示部２５が設けられている。この表示部２５には、混入金属の有無を光で報知するため
に、例えばＬＥＤ等の発光器が含まれているものとする。なお、ここでは、操作部２４や
表示部２５を載置台２１の縁部に設けているが、検査用の磁界に対する影響が無視できな
い場合には、操作部２４や表示部２５を載置台２１から十分離間した位置に別途設けても
よい。
【００２９】
　ケース３０は、載置台２１と同様に非金属製で、前板３０ａ、後板３０ｂ、側板３０ｃ
、３０ｄ、底板３０ｅにより、載置台２１と外形がほぼ等しい有底の矩形箱状に形成され
、その開口された上面側が載置台２１で塞がれる構造となっている。ケース３０の内部は
、両端が側板３０ｃ、３０ｄに接合された仕切板３１により奥行きが大きい空間３２と小
さい空間３３に分割され、空間３２にはヘッド４０が支持され、空間３３には、ヘッド４
０を移動させるための駆動源としてのモータ５１やその他の電子回路等が収容されている
。
【００３０】
　また、前記した載置台２１の上面の領域枠２３は、空間３２の外縁にほぼ一致するよう
に表示されており、操作部２４および表示部２５は、空間３３と重なり合う位置に設けら
れている。ここでは、空間３３に収容されるモータ５１やその他の電子回路等が、検査用
の磁界に与える影響が少ないものとして説明するが、前記した操作部２４や表示部２５と
同様に、検査用の磁界に与える影響が無視できない場合には、この空間３３およびそれに
収容されるモータ５１やその他の電子回路等を、ヘッドが移動する空間３２から十分離間
した位置に別途設けてもよい。
【００３１】
　側板３０ｃ、３０ｄの内壁側で空間３２の両側部を形成する部分には、ヘッド４０の両
端を上下から僅かに隙間のある状態で挟んで、ヘッド４０の水平移動をガイドする溝状の
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ガイド部３４が設けられている。
【００３２】
　ヘッド４０の基板４１は、例えば合成樹脂等の非金属製で横長矩形の略平板状に形成さ
れ、その両端は、前記ガイド部３４により上下から挟まれていて、短辺方向沿ってスライ
ド移動できる状態で支持されている。
【００３３】
　基板４１の上面側の外縁には、後述する信号発生器６０とともにこの実施形態の磁界発
生手段を構成する送信コイル４２が長方形枠状に巻かれ、送信コイル４２の内側には、複
数（図では８個）の磁気センサ４３、４３、…、４３が、ヘッド４０の長手方向にほぼ等
間隔に並んで配置されている。
【００３４】
　送信コイル４２は、載置台２１の上面側で物品が載置される上面側領域（領域枠２３の
内側）と、載置台２１の下面側で上面側領域と重なる下面側領域（この例では、前記空間
３２と重なる領域）に渡って検査用の磁界を発生させるためのものであり、後述する信号
発生器６０から供給される信号（交流、直流、交流＋直流のいずれか）により励磁されて
、検査用の磁界を発生させる。以下の説明では、磁界発生手段が、送信コイル４２と信号
発生器６０で構成される例を示すが、永久磁石を用いてもよく、永久磁石とコイル（信号
発生器も含む）を併用してもよい。
【００３５】
　また、ここでは送信コイル４２の長さは、上面側領域や下面側領域の長さにほぼ等しく
、幅は上面側領域や下面側領域の幅より格段に狭くなっていて検査用の磁界の発生範囲も
その分狭くなっているが、ヘッド４０の幅方向への移動により、検査用の磁界を上面側領
域や下面側領域全体に発生できるようになっている。後述するように、送信コイル４２と
して上面側領域や下面側領域とほぼ同じ大きさのものを固定式で設けてもよい。ただし、
その場合、所望の強さの磁界（つまり所望の磁束密度）を得るために必要な信号電力が増
大する。
【００３６】
　一方、磁気センサ４３は、載置台２１の下面側領域内に配置され、磁界発生手段が発生
する磁界を検出するためのものであり、この実施形態では、図２および後述する図４に示
しているように、強磁性体（例えばアモルファス磁性体）のコア４３ａの両端に、一対の
受信コイル４３ｂ、４３ｃを、間隔を開けて巻いて差動接続して構成されたものを用いて
いる。この磁気センサ４３の受信コイル４３ｂ、４３ｃのコイル長さおよびコイル径は、
磁界に対する感応範囲を決めるものであり、その感応範囲は載置台２１の下面側領域に比
べて格段に小さいので、載置台２１の下面側領域全体に対して局所的に磁界の変化を検出
できる。磁界検出手段として、この磁気センサ４３を一つだけ用いて、載置台２１の下面
側領域全域をカバーするためには、磁気センサ４３を２次元的に走査する必要があり、こ
れでは検査時間が長くなる。
【００３７】
　そのため、この実施形態では、複数（図では８個）の磁気センサ４３を下面側領域の長
手方向に一定間隔で並べて、幅方向に移動させることで、一次元の走査（直線的移動）で
下面側領域全域をカバーできるようにしている。ただし、これら複数の磁気センサ４３の
感応範囲を合わせても下面側領域より狭く設定されている。
【００３８】
　また、ここでは、ヘッド４０の限られた長辺寸法内に多くの磁気センサを配置して、異
物金属に対する検出分解能を高められるように、一対の受信コイル４３ｂ、４３ｃの並び
方向（コア４３ａの長手方向）を磁気センサ４３の並び方向（ヘッド４０の長手方向）に
直交させているが、後述するように、一対の受信コイルの並び方向に対して磁気センサの
並び方向を９０度以外（非直交）の角度にしたり、磁気センサを複数列に並べてもよい。
【００３９】
　ヘッド４０の基板４１の長手方向の中間部には、内周にネジ溝が形成されたネジ穴４１
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ａが基板４１の長手方向と直交する方向に貫通形成され、このネジ穴４１ａには、非金属
製で外周にネジ溝が形成された駆動軸５２が螺合した状態で挿通されている。駆動軸５２
の一端側は仕切板３１側でモータ５１に連結され、他端側はケース３０の後板３０ｂに回
転自在に支持されている。したがって、例えばモータ５１が正転駆動されて駆動軸５２が
正転すれば、ヘッド４０が仕切板３１方向に移動し、モータ５１が逆転駆動されて駆動軸
５２が逆転すれば、ヘッド４０が後板３０ｂ方向に移動する。なお、モータ５１は、磁気
センサ４３が検出する磁界に影響を与えない構造（例えば磁気的にシールドされたもの）
とする。
【００４０】
　つまり、この実施形態では、上記ガイド部３４、ネジ穴４１ａ、モータ５１、駆動軸５
２を含む走査手段により、複数の磁気センサ４３、４３、…、４３を、載置台２１の下面
側領域内で直線的に往復走査させて、下面側領域全体をカバーしている。上記走査手段は
、ヘッド４０のネジ穴４１ａに螺合された駆動軸５２をモータ５１の回転力で回転させて
ヘッド４０を直進往復走査させる構造であるが、上記以外の種々の構造が可能である。
【００４１】
　例えば、モータの駆動により周回駆動される一対の無端ベルトにヘッド４０の両端を支
持させて、無端ベルトの駆動方向を切り替えることで、ヘッド４０を一定の範囲内で直進
往復走査させたり、ヘッド４０を、その中心部または一端側を中心に一定の角度範囲内で
往復回動させる構造や、連続的に一定方向に回転させる構造であってもよい。また、駆動
源として磁界に影響を与えやすいモータ５１の代わりに、空気の圧力で駆動するシリンダ
を用い、そのシリンダの軸を突出あるいは引き込むように駆動して、ヘッド４０を直進往
復移動あるいは回動往復移動させる構造も採用でき、磁気作用を用いない超音波モータ等
を用いて、駆動軸５２を回転させる構造や、ヘッド４０を直接移動させる構造も採用でき
る。
【００４２】
　ヘッド４０の送信コイル４２と複数の磁気センサ４３、４３、…、４３の配線は、図示
しないフレキシブルケーブルを介して、例えば空間３３内の回路基板（図示せず）に接続
される。
【００４３】
　図２に示しているように、この金属検出装置２０は、モータ５１を駆動する走査制御部
５５、送信コイル４２に検査用の磁界を発生させるための信号を供給する信号発生器６０
、各磁気センサ４３の並列接続出力を差動入力端子で受ける差動増幅器６１、差動増幅器
６１の出力を信号発生器６０の出力信号により同期検波する検波回路６２、検波回路６２
の出力と予め設定されたしきい値とを比較して、混入金属の有無を判定する判定手段６３
、判定手段６３の判定結果を報知する報知手段６４を有している。報知手段６４は、混入
金属有りと判定された場合、表示部２５に対して例えば赤い光を表示させるとともに、図
示しないブザーにより音を発生させてこれを報知する。
【００４４】
　走査制御部５５は、例えば、操作部２４の操作で出力される検査指示信号を受けてモー
タ５１を駆動し、ヘット４０を走査させる。なお、この検査指示信号は、後述する物品検
知手段７０から出力される場合もある。
【００４５】
　また、図示していないが、ケース３０内には、ヘッド４０の前端が仕切板３１の内壁に
ほぼ接する位置（第１の静止位置）まできたこと、ヘッド４０の後端が後板３０ｂの内壁
にほぼ接する位置（第２の静止位置）まできたことを、例えば光学的に検出するセンサが
設けられており、走査制御部６５は、例えば図３の（ａ）に示すように、第１の静止位置
を走査スタート位置とし、検査指示信号を受けると、ヘッド４０を第１の静止位置から第
２の静止位置までほぼ一定速度で移動させて停止させ、さらに第２の静止位置から第１の
静止位置までほぼ一定速度で移動させて停止するという動作を繰り返すことになる。
【００４６】
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　なお、ここでは、載置台２１に置かれた物品に対する検査を行なうための検査指示信号
が出力される毎に、ヘッド４０を２つの静止位置の間を１往復させることで、ヘッド走査
方向の違いに伴う混入金属に対する検出漏れを防ぐようにしているが、図３の（ｂ）のよ
うに、載置台２１に置かれた物品に対する検査を行なうための検査指示信号が出力される
毎に、ヘッド４０を一方の静止位置から他方の静止位置まで走査（片道走査）させるよう
に構成すれば検査効率を高めることができる。
【００４７】
　次に、ヘッド４０の磁気センサ４３が検出する磁界の変化について簡単に説明する。
　検査対象の物品に混入金属が無い場合、送信コイル４２によって発生する磁束は、二つ
の受信コイル４３ｂ、４３ｃにほぼ等量交わるので、受信コイル４３ｂ、４３ｃの出力端
子からは、コイル同士の接続点を基準にして、ほぼ振幅と位相が等しい信号が出力され、
差動増幅器６１の入力および出力はほぼゼロとなり、検波出力もほぼゼロとなる。
【００４８】
　一方、混入金属を含む物品が載置台２１に置かれて、例えば操作部２４の操作で検査指
示信号が出力されると、走査制御部５５によりヘッド４０が走査され、図４に示すように
、混入金属の位置が、磁気センサ４３のコア４３ａの一端側の受信コイル４３ｂの近傍位
置Ａに来ると、その混入金属により受信コイル４３ｂに鎖交する磁束への影響が大きくな
り（混入金属が鉄金属の場合は鎖交磁束増加、非鉄金属の場合は鎖交磁束減少）、他方の
受信コイル４３ｃに鎖交する磁束への影響が小さいので、差動増幅器６１の出力には、一
方の受信コイル４３ｂが受けた磁界変化に相応する所定量分ΔＥの振幅の信号が現れるこ
とになる。
【００４９】
　また、ヘッド４０がさらに走査されて、混入金属の位置が両受信コイル４３ｂ、４３ｃ
のほぼ中間位置Ｂになると、混入金属による両受信コイル４３ｂ、４３ｃに鎖交する磁束
への影響がほぼ等しくなり、一方の受信コイル４３ｂの出力が例えば＋側に前記所定量分
ΔＥ変化し、他方の受信コイルの出力が－側にほぼ前記所定量分ΔＥ変化するので、その
差分を求める差動増幅器６１の出力には両受信コイル４３ｂ、４３ｃの磁界変化に相応す
る所定量分のほぼ２倍の振幅２ΔＥとなる信号が出力される。
【００５０】
　また、ヘッド４０がさらに走査されて、混入金属の位置が、磁気センサ４３のコア４３
ａの他端側の受信コイル４３ｃの近傍位置Ｃにくると、位置Ａの場合と逆に、混入金属に
より受信コイル４３ｃに鎖交する磁束への影響が大きくなり、受信コイル４３ｂに鎖交す
る磁束への影響が小さいので、差動増幅器６１の出力には、受信コイル４３ｃが受けた磁
界変化に相応する所定量分ΔＥの振幅の信号が現れることになる。
【００５１】
　したがって、ヘッド４０が混入金属の下側を通過する際に、例えば図５のような検波出
力波形が現れる。判定手段６３は、検査指示信号を受けてから、ヘッド４０の走査が完了
するまでの間に入力される検波出力を所定のしきい値Ｒと比較することで、混入金属の有
無を判定する。
【００５２】
　この判定結果は、報知手段６４に出力され、混入金属が有りと判定された場合、表示部
２５に対してこれを報知する表示（例えば異物有りで赤表示、異物無しで緑表示）を行な
い、ブザー音を発生させる。
【００５３】
　前記実施例では、検査用の磁界として、鉄金属、非鉄金属の両方に対して感度が得られ
る交流磁界を用いていたが、前記したように、検査指示信号の１回の出力に対してヘッド
４０を往復走査させる場合、往路と復路で、検査用の磁界の種類（交流、直流等）、強さ
、磁界周波数等の検査条件を切り替えることで、一つの検査条件では検出しにくい異物を
検出させるようにして、検出可能な異物の種類を拡げることができる。また、１回の往復
走査を１単位とするだけでなく、複数回の往復走査を１単位とし、往復走査毎に、検査条
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件を切り替えたり、Ｎ（Ｎは整数）回の往復走査に往路の走査を加えたものを１単位とし
、これら２Ｎ＋１の走査についてそれぞれ検査条件を変更してもよい。これらの検査条件
の変更処理は、走査制御部５５による信号発生器６０への制御で行なうことになる。
【００５４】
　このように、載置台２１に載置された物品に対して、磁気センサ４３を走査させること
で混入金属の検出を行なうようにしているから、従来装置のように物品および磁気センサ
固定型のものや、物品を手で持って磁気センサ４３の上を通過させる方法に比べて、確実
な金属検出を行なうことができる。また、磁気センサ４３の走査方向（ヘッド４０の走査
方向）の切替えに連動して検査用の磁界についての検査条件を変更することで、一つの検
査物品に対して、複数の異なる条件での検査を行なうことができ、より精度の高い検査が
可能である。
【００５５】
　なお、上記磁気センサ４３は、一対の受信コイル４３ｂ、４３ｃの並び方向が磁気セン
サ４３の並び方向に直交する向きに固定していたが、図６の（ａ）のように、一対の受信
コイル４３ｂ、４３ｃの並び方向を磁気センサ４３の並び方向に対して例えば３０度、４
５度等の角度を成すように傾けて並べてもよく、図６の（ｂ）のように、各磁気センサ４
３の一対の受信コイル４３ｂ、４３ｃの並び方向を磁気センサ４３の並び方向に揃え、各
磁気センサ４３を長手方向の位置をずらした状態で複数列に並べてもよい。このようにす
れば、ヘッド４０の短辺寸法をより小さくでき、ヘッド４０の走査領域を拡げることがで
きる。
【００５６】
　なお、ここでは、磁気センサ４３を、差動接続された一対の受信コイルで構成した例を
示しているが、単独の受信コイルであってもよく、またホール素子等の半導体型の素子で
構成してもよい。また、磁気センサ４３の走査は、前記した直進往復走査だけでなく、例
えば、図６の（ａ）、（ｂ）で点線で示しているように、ヘッド４０の一端側（図では上
端側）、あるいは中間部を中心に回動往復走査させてもよい。また、往復走査でなく、ヘ
ッド４０を一方向（例えば時計回りに）に連続的に回転させる方式や、一方向（例えば時
計回りに）に間欠的に回転させる方式も採用できる。
【００５７】
　また、前記実施形態では、ヘッド４０に磁界発生手段としての送信コイル４２と磁気セ
ンサ４３を支持させているが、磁界発生手段のコイルや磁石は、固定式であってもよい。
例えば載置台２１の上面、内部（ともに埋込式が望ましい）、あるいは下面（埋込式、突
出型のいずれでもよい）に、ヘッド走査空間より広い大きさの送信コイルを固定する。
【００５８】
　前記実施形態のような検査用磁界移動型の場合、図７の（ａ）、（ｂ）に示しているよ
うに、ヘッド４０に設けられた送信コイルや磁石が発生する検査用磁界Ｆｍの範囲は、載
置台２１の上下の領域を部分的に覆う広さに限定されていて、ヘッド４０の走査により載
置台２１の上下の領域を全体的にカバーする。これに対し、上記した検査用磁界固定型の
場合、図８の（ａ）、（ｂ）に示すように、載置台２１やケース３０等に固定されたコイ
ルや磁石が発生する検査用磁界Ｆｍの範囲は、載置台２１の上下の領域全体を覆う広さを
持ち、定常的に発生している。
【００５９】
　前記実施形態では、ヘッド４０の走査を開始するための信号として、操作部２４の操作
によって発生する検査指示信号を用いていたが、前記したように、載置台２１に対して検
査対象の物品が載置されたことを検知する物品検知手段７０を設けて、これを自動化する
こともできる。
【００６０】
　この物品検知手段７０としては、例えば、載置台２１あるいはケース３０の外縁に設け
たの投受光器を用いて物品による遮光を検知する方法、載置台２１あるいはケース３０に
設けた荷重センサにより物品の荷重を検知する方法等を用いることができる。
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【００６１】
　なお、本発明の金属検出装置および金属検出方法は、前述したスーパーやコンビニだけ
でなく、ハンバーガーショップのように店舗内で調理や加工を行なった商品を客に提供す
る際に、調理や加工段階で誤って混入した金属の異物を検出する用途にも有用である。
【符号の説明】
【００６２】
　２０……金属検出装置、２１……載置台、２２……マーク、２３……領域枠、２４……
操作部、２５……表示部、３０……ケース、４０……ヘッド、４１……基板、４２……送
信コイル、４３……磁気センサ、４３ａ……コア、４３ｂ、４３ｃ……受信コイル、５１
……モータ、５２……駆動軸、５５……走査制御部、６０……信号発生器、６１……差動
増幅器、６２検波回路、６３……判定手段、６４……報知手段、７０……物品検知手段

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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